Ⅲ．日銀ネットにおける業務処理および電文の取扱い
１．日銀ネットの業務処理

日銀ネットを利用して行う業務処理（以下「業務処理」といいます。）は、業務処理区分を指定して行います。業務処理は、中央演算処理装置で処理される「コア機能処理」および「周辺機能処理」ならびに中央演算処理装置での処理を要しない「端末ローカル機能処理」の３種類に区分されます。
（１）コア機能処理

照会データファイル取得機能（（２）参照）および端末ローカル機能処理（（３）参照）を除いた、当座勘定の入金、引落および振替ならびに国債の振替等にかかる日銀ネットの主要な機能を「コア機能」といいます。中央演算処理装置で処理される業務処理のうち、コア機能にかかる処理を「コア機能処理」といい、中央演算処理装置（コア機能）において処理されます。

（２）周辺機能処理
中央演算処理装置で処理される業務処理のうち、照会データファイル取得機能にかかる処理を「周辺機能処理」といい、中央演算処理装置（周辺機能）において処理されます。周辺機能処理に該当するものは、業務処理区分コードの中区分が「４２」で表記されます。
［業務処理区分コード：３．（４）参照］
（３）端末ローカル機能処理
利用先の端末装置とセンターの中央演算処理装置との間で、利用先の端末操作にかかる画面および電文の入出力に関する制御等を行う機能を「端末ローカル機能」といいます。端末ローカル機能にかかる処理を「端末ローカル機能処理」といい、利用先の端末装置とセンターの中央演算処理装置との間に設置されたコンピュータにおいて実行されます。端末ローカル機能処理に該当するものは、下記に掲げるものおよび業務処理区分コードが付されていない端末装置の画面操作です。

（端末ローカル機能処理）
	業務処理区分
	

	
	コード

	大区分
	中区分
	小区分
	

	基本

処理

関連
	検証処理
	検証解除
	００５１０３

	
	
	検証印字
	００５１０４

	
	訂正照会処理
	取消
	００５２０１

	
	
	訂正
	００５２０２


	業務処理区分
	

	
	コード

	大区分
	中区分
	小区分
	

	基本

処理

関連
	訂正照会処理
	検証データ照会
	００５２０３

	
	
	処理済検証データ照会
	００５２０４

	
	
	未送信検証データ照会
	００５２０５

	
	各種設定
	検証ファイルＩＤ等変更
	００５３０１

	
	ファイルアップロード・ダウンロード
	ファイル登録
	００５４０１

	
	
	ジャーナルダウンロード
	００５４０３

	
	
	ファイル確認試験
	００５４０４

	
	電文照会
	受信電文一覧
	００８１０１

	セキュ

リティ
	オペレータ関連
	オペレータパスワードの登録・変更
	０３１１０１

	
	
	オペレータパスワードの初期化
	０３１１０２

	
	
	オペレータの登録・抹消
	０３１１０３

	
	
	オペレータのグループ割当て
	０３１１０４

	
	権限者関連
	権限者パスワードの登録・変更
	０３１２０１

	
	
	権限者パスワードの初期化
	０３１２０２

	
	
	権限者の登録・権限者および権限者カードの抹消
	０３１２０３

	
	
	権限者のグループ割当て
	０３１２０４

	
	
	権限者カードの発行許可・許可取消
	０３１２０５

	
	
	権限者カードの発行
	０３１２０６

	
	証明書管理
	証明書更新
	０３１１１１

	
	グループ関連
	グループの登録・変更・抹消
	０３１３０１

	
	
	端末認証装置のグループ割当て
	０３１３０２

	
	照会
	入力者等情報照会
	０３４１２１

	
	
	端末認証装置情報照会
	０３４１２２

	
	
	グループ情報照会
	０３４１２３


２．日銀ネットの電文

（１）電文の種類

日銀ネットで送受信される電文は、次のとおり業務電文、照会データファイル取得電文および端末ローカル電文の３種類に区分されます。なお、本利用細則においては、特に断りのない限り、単に「電文」といった場合には、業務電文を指します。また、本利用細則以外の利用細則においても同様とします。

イ．業務電文

業務電文はコア機能処理にかかる電文で、送信電文および受信電文に分けられます。
送信電文は利用先の端末操作により中央演算処理装置（コア機能）に送信される電文をいいます。受信電文は中央演算処理装置（コア機能）での処理結果として利用先が受信する電文をいいます。

利用先の送信電文は、中央演算処理装置（コア機能）に到達した時に日本銀行が受信したこととします。利用先の受信電文は、利用先の入出力グループに格納された時に利用先が受信したこととします。
また、業務電文には、中央演算処理装置（コア機能）により処理される電文として、送受信番号（（２）参照）が付されます。

さらに、受信電文は、次の４種類に区分することができます。

①ＲＥＳ（Response）電文……利用先からの送信電文にもとづいて行われた中央演算処理装置(コア機能）における処理結果として、直ちに中央演算処理装置（コア機能）から送信元の入出力グループに送信される電文。送信元の端末装置に自動出力されます。
②ＥＸ（Exchange）応答電文（注1）……利用先からの送信電文に対して一旦中央演算処理装置（コア機能）から送信元の入出力グループに受付済通知（当該受付済通知はＲＥＳ電文です。以下「共通受付済応答」(注２) といいます。）が送信された後、中央演算処理装置（コア機能）における処理結果として一定時間経過後（注３）に中央演算処理装置（コア機能）から送信元の入出力グループに送信される電文。
③ＥＸ一方通知電文（注１）……他の利用先からの送信電文等にもとづき、中央演算処理装置（コア機能）における処理結果として入出力グループに一方的に送信される電文。
④一斉送信電文（注１）（注４)……中央演算処理装置（コア機能）において必要に応じて電文を作成し、複数の利用先の共用グループに同一メッセージが一斉に送信される電文。
（注１）ＥＸ応答電文、ＥＸ一方通知電文および一斉送信電文をまとめて「ＥＸ電文」といいます。
（注２）共通受付済応答（ＲＥＳ電文）の出力内容は次のとおりです（表示のされ方は送信電文に応じて異なります。）。
	以下の処理を受付けました。

業務処理区分名　　――――――――――――――――――――――　



（注３）利用先からの同一送信電文に対するＲＥＳ電文とＥＸ応答電文の出力帳票に表示される「中央演算処理装置処理時刻」は異なることがあります。
          ［中央演算処理装置処理時刻：第２編Ⅱ．５．（２）ニ．参照］
（注４）一斉送信電文は緊急時の連絡手段として利用する場合があります。
ロ．照会データファイル取得電文

照会データファイル取得電文は周辺機能処理にかかる電文で、上り電文および下り電文に分けられます。

上り電文は利用先の端末操作により中央演算処理装置（周辺機能）に送信される電文をいいます。下り電文は中央演算処理装置（周辺機能）での処理結果として利用先が受信する電文をいいます。

上り電文は、中央演算処理装置（周辺機能）に到達した時に日本銀行が受信したこととします。下り電文は、利用先の端末装置の基本領域に処理結果が表示された時に利用先が受信したこととします。

［基本領域：第２編Ⅱ．１．（１）④参照］

ハ．端末ローカル電文

利用先の端末装置と入出力グループとの間で送受信される電文をいいます。

利用先の端末ローカル電文は、利用先の入出力グループに到達した時に日本銀行が受信したこととします。
≪ＲＥＳ、ＥＸ電文の具体例≫
（例１）
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（例２）





≪コア機能処理、周辺機能処理および端末ローカル機能処理において送受信される電文
の概念図≫

①コア機能処理（ＲＥＳ電文の場合）









②コア機能処理（ＥＸ電文の受信）（注）

（注）受信電文の出力は、端末ローカル機能処理である「未出力電文一覧」または「受信電文一覧」（業務処理区分コード：008101）で行います。

③周辺機能処理










④端末ローカル機能処理



　　　　　　　　　　：通信回線　

　　　　　　　　　　　：送信電文　　　　　　　　：受信電文

　　　　　　　　　　　：照会データファイル取得上り電文

　　　　　　　　　　　：照会データファイル取得下り電文

　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：端末ローカル電文（注）
　　　　　　　　　　　：照会データファイル
（注）通信回線上では全て暗号化されています。

（２）送受信番号
業務電文には送受信番号が付されます。「送信番号」は、送信を行った入出力グループから中央演算処理装置（コア機能）へ送信する時点で送信電文に付されます。「受信番号」は、中央演算処理装置（コア機能）から入出力グループへ送信する時点で受信電文に付されます。

なお、照会データファイル取得電文および端末ローカル電文には、送受信番号は付されません。

［ヘッダ領域：第２編Ⅱ．１．（１）②参照］
［業務共通ヘッダ：第２編Ⅱ．５．（２）ニ．参照］
《送信番号》
送信番号は、３桁の窓口番号（注１）に７桁の処理通番を付して構成します（注２）。送信番号は、受信電文の「業務共通ヘッダ」部分に表示されます。
×××－×××××××
窓口番号毎の処理通番（００００００１から９９９９９９９までの番号を付します。番号は毎営業日００００００１から設定されます。）

窓口番号（００１が固定で設定されます。）

（注１）窓口番号は、コア機能にかかる電文を送受信する場合において、センターで複数の処理を分散して同時に行うとき、自動的に付される番号です。
（注２）送信番号は、窓口番号毎に連続して付されるものであり、入出力グループ毎に付されるものではないため、利用先において複数の入出力グループを設定した場合には、入出力グループ毎に送信番号が連続しない場合があります。
《受信番号》
受信番号は、３桁の窓口番号およびＲＥＳ電文またはＥＸ電文の区分の表示に７桁の処理通番を付して構成します（注１）。
通常時においては、受信番号のうち窓口番号および処理通番のみ、受信電文の「業務共通ヘッダ」部分に表示されます（注２）。ＲＥＳ電文またはＥＸ電文の区分は、障害発生時の対応として「電文処理状況照会」（業務処理区分コード021211）を行った場合においてのみ、表示されます。
（注１）ＲＥＳ電文の場合、窓口番号および処理通番には当該電文に対応する送信電文の送信番号と同じ値が設定されます。
（注２）業務共通ヘッダには、処理通番のほかに、ＲＥＳ電文の場合には「ＲＰＬ」、ＥＸ電文の場合には「ＮＴＦ」とそれぞれ表示されます。
×××　×－×××××××
窓口番号単位にＲＥＳ電文またはＥＸ電文の別に付される処理通番（００００００１から９９９９９９９までの番号を付します。番号は毎営業日００００００１から設定されます。）

ＲＥＳ電文またはＥＸ電文の区分（ＲＥＳ電文、ＥＸ電文の別に応じ、「Ｒ」または「Ｅ」の区分を付与します。）
窓口番号
（３）電文の未着

日銀ネットでは、障害等により利用先の端末装置とセンターとの間で通信ができない状態となる場合には、原則として利用先の端末装置画面にエラーが発生した旨の表示がなされますので、Ⅵ．障害時の対応を参照のうえ、所要の対応を行ってください。

イ．送信電文の未着

日銀ネットでは、利用先が入出力グループから送信した送信電文は、中央演算処理装置（コア機能）において受信されますが、利用先が中央演算処理装置（コア機能）に送信電文を送信したにもかかわらず障害により中央演算処理装置（コア機能）において受信されない場合もありえます。日銀ネットではこうした場合に備え、利用先が送信した送信電文を中央演算処理装置（コア機能）で受信したときは、必ず中央演算処理装置（コア機能）からＲＥＳ電文を送信元の入出力グループに返送することにより中央演算処理装置（コア機能）での受信を明らかにすることとしています。したがって、利用先が送信電文を送信したにもかかわらずＲＥＳ電文を受信しない場合には、当該送信電文が中央演算処理装置（コア機能）へ到達していない可能性があります（到達していない場合には、当然中央演算処理装置（コア機能）での処理は行われません。）ので注意してください。
ロ．受信電文の未着

日銀ネットでは、中央演算処理装置（コア機能）から利用先へ送信する受信電文は、利用先の入出力グループにおいて受信されますが、中央演算処理装置（コア機能）から利用先の入出力グループあてに受信電文を送信したにもかかわらず障害により利用先の入出力グループにおいて受信されない場合もありえます。日銀ネットではこうした場合に備え、「電文処理状況照会」（業務処理区分コード021211）により中央演算処理装置（コア機能）における処理状況に利用先の入出力グループの状況を一致させることができます。
［送受信番号および処理通番：（２）参照］
≪送信電文、受信電文の未着等の具体例≫
（例１）端末ローカル電文または送信電文の未着：中央演算処理装置（コア機能）未処理






障害Ａ：入力を完了した時点で端末装置にブラウザソフトによるエラーが表示される。
障害Ｂ：端末装置にＲＥＳ電文が表示されない（端末装置にシステムエラーが表示される。）。

（例２）受信電文（ＲＥＳ電文）または端末ローカル電文の未着：中央演算処理装置処理（コア機能）処理済









障害Ｃ：端末装置にＲＥＳ電文が表示されない（端末装置にシステムエラーが表示される。）。
障害Ｄ：一定期間経過後、端末装置にブラウザソフトによるエラーが表示される。または、ブザー音が連続鳴動し、ダイアログボックスにエラーメッセージが表示される。
（例３）受信電文（ＥＸ電文）または端末ローカル電文の未着：中央演算処理装置
（コア機能）処理済





障害Ｅ：端末装置画面上のＥＸ電文の受信件数が更新されない（エラーは表示されない。）。
障害Ｆ：一定期間経過後、端末装置にブラウザソフトによるエラーが表示される。または、ブザー音が連続鳴動し、ダイアログボックスにエラーメッセージが表示される。

　　　　　　　　　　：通信回線

　　　　　　　　　　　：送信電文　　　　　　　　：受信電文

　　　　　　　　　　　、　　　　　　　：端末ローカル電文
［障害時の対応：Ⅵ．参照］
３．端末装置による入力

利用先は、端末装置に業務処理にかかる情報を入力することにより、日本銀行に電文（照会データファイル取得電文および端末ローカル電文を含みます。以下３．において同じです。）を送信します。
（１）入力者
端末装置を用いて入力を行うことができる者は、予めセンターに登録した入力者（「オペレータ」と「送信権限者」）に限ります（入力者の登録方法については、「Ⅳ．利用先におけるセキュリティ関係事務」を参照してください。）。

（２）入力方式
入力者による入力の方式には、以下の３通りがあります（②および③をあわせて「１鑑方式」ということがあります。）。

①オペレータ（または送信権限者）による入力を送信権限者（送信権限者が入力した場合には他の送信権限者）が検証し、電文を送信する方式（再鑑方式）。

②送信権限者限りで入力し、電文を送信する方式（権限者１鑑方式）。

③オペレータ限りで入力し、電文を送信する方式（オペレータ１鑑方式）。
これらのどの方式が可能かは、各利用細則の端末操作手順においてそれぞれの業務処理区分毎に定められていますので、利用先は、入力に当っては同手順の入力方式の欄を参照してください。なお、業務処理区分コードが付されていない画面操作については、第２編を参照してください。

［入力方式：第２編Ⅱ．３．（３）および（４）参照］
（３）入力のための認証
日本銀行は、予め利用先毎に指定した端末認証装置に格納された証明書に関する情報であることを確認したうえで、利用先の端末装置とセンターとの通信が確立された場合には、その通信が切断されるまでの間に受付けた電文を当該利用先が送信したものとみなします。
入力者は、端末装置から入力する場合には、入力開始に先立って本人確認を行うために所定の端末操作手順に従い、「サインオン」を行います。
［サインオン：第２編Ⅲ．３．（１）参照］
［端末操作手順：第３編参照］

日本銀行は、次の入力者毎に掲げる確認事項について、それぞれの入力者に関する情報であることを確認したうえで、入力者のサインオンが行われた場合には、当該サインオンからサインオフまでの間に受付けた電文を当該入力者が送信したものとみなします。
	入力者
	確認事項

	オペレータ

	予めセンターに登録された利用先のオペレータのＩＤおよびパスワードを受信したこと。

	送信権限者
	予めセンターに登録された利用先の送信権限者のＩＤ、パスワードおよび権限者カードに格納された証明書に関する情報を受信したこと。


このため、データ入力を終えて離席する場合には、第三者による不正入力を回避するため、必ず「サインオフ」を行ってください。
［サインオフ：第２編Ⅲ．３．（２）参照］
［端末操作手順：第３編参照］
これらの認証が行われた場合において、日本銀行は、電文の偽造または変造、利用先識別情報等の不正使用その他の事故があったために生じた損害については、責任を負いません。
（４）業務処理区分コードを指定した入力
入力に当っては、処理の種類に応じて区分された「業務処理区分コード」を指定する必要があります（ただし、業務処理区分コードが付されていない端末操作を除きます。業務処理区分コードが付されていない端末操作については、第２編を参照してください。）。業務処理区分コードは、「大区分」、「中区分」、「小区分」の３区分を示す６桁の数字で構成されています。
≪業務処理区分≫
大区分　 中区分　小区分
（例）振替依頼の場合…２１　　１１　　０１
　　　　　　　　　　  　　　　　　　　  　

　　　　  　　　　　　業務処理区分コード（211101）
　　　  　　　　　　　業務処理中区分コード（2111）
業務処理大区分コード  （21）
［端末操作手順:第３編参照］
業務処理区分コードは、上位２桁または上位４桁のみで使用する場合もあり、それぞれ業務処理大区分コード、業務処理中区分コードといいます。

入力を行う場合には、次のいずれかの方法により索引画面から入力画面を呼出します。入力画面を呼出す方法には、索引画面の入力フィールドに業務処理区分コードを直接入力する「直接入力方式」と、索引画面において業務処理区分名称のリンクを押す「リンク指定方式」があります。

［入力画面の呼出し：第２編Ⅱ．３．（２）参照］
（５）入力のエラー
入力の誤り等から電文を送信できないような場合、または電文を送信したものの日本銀行において当該電文を処理できないような場合には、エラーメッセージが端末装置に表示されます。
［エラー発生時の端末操作方法：第２編Ⅲ．９．参照］

４．端末装置による出力
日本銀行が必要な業務処理を行った結果は、利用先の端末装置画面に出力されます。このうち、ＲＥＳ電文およびＥＸ電文の内容は、帳票形式または画面形式（注）で出力されます。

（注）帳票形式と画面形式は、第３編の端末操作手順等においてそれぞれ出力帳票または
出力画面と表記されているものを指します。

（１）端末ローカル機能処理結果の出力

端末ローカル機能処理の結果は、基本的に利用先の端末装置画面に出力されます。また、帳票形式で出力される結果はＲＥＳ電文に準じて入出力グループに格納されます。また、帳票形式以外の出力は、一度しか出力されませんので、必要に応じて印刷する等の対応を講じてください。なお、処理結果によっては、印刷ボタンがないものもあります。

（２）コア機能処理結果の出力
コア機能処理の結果は、受信電文として利用先の入出力グループに送信され格納されます（注１）（注２）（注３）。受信電文が利用先の入出力グループに格納されることを、受信電文の「受信」といいます。受信電文には①ＲＥＳ電文、②ＥＸ応答電文、③ＥＸ一方通知電文、④一斉送信電文の４種類がありますが、端末装置への出力形態は以下のとおり受信電文の種類により異なっています。また、帳票形式以外の出力は、一度しか出力されませんので、必要に応じて印刷する等の対応を講じてください。なお、処理結果によっては、印刷ボタンがないものもあります。

利用先は、受信電文を受信した場合には、速やかにその内容を出力し、必ず確認を行うようにしてください。
［受信電文の種類：２．（１）参照］

（注１）入出力グループが受信電文を受信すると、未出力電文（入出力グループが受信した受信電文のうち、利用先においてその内容を出力していない電文をいいます。以下同じです。）の件数が増加します。未出力電文の件数は、端末装置画面において定期的に最新情報に更新されますので、これを確認することにより新たな受信電文を受信したことが分かります。
（注２）１件の送信電文に対して、ＥＸ応答電文を複数受信することがあります。この場合、受信したＥＸ応答電文は受信した電文の単位で入出力グループに格納されます。
（注３）端末装置では、端末認証を行った端末認証装置の端末認証装置所属グループおよび共用グループにおいて受信した電文について、新着電文の案内（ブザー音が鳴ります。）および未出力電文件数の表示を行います。なお、端末装置のうち、いずれの入出力グループにも所属していない端末認証装置を用いて端末認証を行った端末装置は、共用グループにおいて受信した電文についてのみ、新着電文の案内および未出力電文件数の表示を行います。

イ．通常の出力
	
	受信電文の種類
	受信先の
入出力グループ
	出力の形態

	①
	ＲＥＳ電文
	送信元の入出力グループ（注１）
	送信電文を送信した端末装置に自動的に出力されます（注２）
（注３）。

	②
	ＥＸ応答電文
	送信元の入出力グループ（注１）
	自動的には出力されません（注３）。

	③
	ＥＸ一方通知電文
	利用先が帳票の出力先の登録を行った入出力グループ（ただし、いずれの入出力グループにも登録されていない場合は、共用グループ）
	自動的には出力されません（注３）（注４）。

	④
	一斉送信電文
	共用グループ
	自動的には出力されません（注３）。


（注１）送信元の入出力グループとは、ＲＥＳ電文またはＥＸ応答電文に対応する送信電文の送信時における入力者の指定中グループです。
（注２）出力不可設定を行うことにより、同一の入出力グループを利用する他の入力者は当該ＲＥＳ電文を出力できなくなります（第２編Ⅲ．７．（２）ロ．参照）。
（注３）原則として電文は、電文の受信日の翌々営業日までの間、随時出力することができます。ただし、基本領域に出力される電文は、電文受信日当日の全電文送受信締切後に行われるセンター側の処理により出力できなくなりますので、保存が必要なものについては、電文受信日当日の全電文送受信締切前に、印刷またはジャーナルダウンロードを使用する等により保存してください。
（注４）日銀ネットの利用時間終了後にセンターで行う処理によって、翌営業日付で処理されるＥＸ電文が、翌営業日に「受信電文一覧」を表示した場合、前営業日に受信した電文として表示される場合があります。こうしたＥＸ電文の本来の受信日付は、業務共通ヘッダに表示される営業日付により確認してください。
［基本領域：第２編Ⅱ．１．（１）④参照］
[業務共通ヘッダ：第２編Ⅱ．５．（２）ニ．参照]

ロ．ＩＳＯ２００２２メッセージを用いる業務処理にかかる出力帳票
ＩＳＯ２００２２メッセージを用いる業務処理にかかる出力帳票（注）の末尾には、ＣＰＵ接続またはファイルアップロード機能を通じて入力された項目・データ等がＸＭＬ形式で全て表示されるエリアが出力されます。このエリアを「ＸＭＬ表示エリア」といいます。出力内容については、各出力帳票の利用業務にかかる日銀ネット利用細則を参照してください。

（注）次の出力帳票が該当します。
CUSTOMER TRANSFER(DEPOSITS OF OVERSEAS INSTITUTIONS)(帳票コード：2330-00100)

BANK TRANSFER(DEPOSITS OF OVERSEAS INSTITUTIONS)(同2330-00300)

CUSTOMER TRANSFER(同2711-00200)

BANK TRANSFER(同2711-00400)

CUSTOMER TRANSFER(QUEUE OFFSET)(同2712-00300)

BANK TRANSFER(QUEUE OFFSET)(同2712-01000)

国債振替決済払出済通知(同7411-00100、7411-00300)

国債振替決済受入済通知(同7411-00200)

国債資金同時受渡実行通知（払出先参加者出力分）(同7512-00200)

国債資金同時受渡実行通知（受入先参加者出力分）(同7512-00300)
国債資金同時受渡（香港）実行通知（同7614-00200、7614-00300）
（３）周辺機能処理結果の出力

照会データファイル取得機能による照会結果のデータファイルは、利用先の端末装置において取得します。照会データファイルの作成が完了した旨の処理結果および当該データファイルの取得が可能となった旨の通知バー（注）が利用先の端末装置に表示されますので、利用先は、これらの表示を確認した場合には、速やかに当該データファイルの保存操作を実行してください。
なお、照会データファイル取得電文は通番管理を行いません。このため、電文処理状況照会の表示対象外であるほか、ジャーナルダウンロードによる出力もできません。また、受信電文一覧、未出力電文一覧および未出力電文件数表示の出力対象外となります。
（注）通知の表示のされ方は、端末装置において使用するＯＳのバージョンにより異なります。
［電文処理状況照会：第２編Ⅲ．８．参照］
［ジャーナルダウンロード：第２編Ⅲ．１２．（４）参照］

［受信電文一覧：第３編参照］
［未出力電文一覧領域：第２編Ⅱ．１．③参照］
［未出力電文件数表示領域：第２編Ⅱ．１．①参照］
（４）出力帳票に表示させる金融機関等または金融機関等店舗を示すコードの設定
利用先は、自店舗の出力帳票に表示させる金融機関等または金融機関等店舗を示すコードについて、一の出力帳票毎に日銀コードまたはＢＩＣコードのいずれかのコード（以下「受信コード種類」といいます。）を選択し、設定することができます。当該設定を行わない場合には、日銀コードが出力帳票に表示されます。なお、ＢＩＣコードによる表示を設定した出力帳票であっても、センターにＢＩＣコードが登録されていない金融機関等または金融機関等店舗については、日銀コードが表示されます。
複数のＢＩＣコードがセンターに登録されている利用金融機関等または利用先は、当該ＢＩＣコードの中から、優先的に出力帳票に表示させるＢＩＣコード（以下「優先ＢＩＣコード」といいます。）を選択し、設定することができます。当該設定を行わない場合には、センターに登録されているＢＩＣコードのうち、１番目に登録されているＢＩＣコード（注）が出力帳票に表示されます。なお、電文の送信元が当該設定を行っている場合であっても、電文の受信先が受信コード種類としてＢＩＣコードを設定していないときは、電文の受信先の出力帳票には日銀コードが表示されます。
（注）「日本銀行金融ネットワークシステムに登録する金融機関等のＢＩＣコードに関する届出書」（第７号書式）または「日本銀行金融ネットワークシステムに登録する金融機関等店舗のＢＩＣコードに関する届出書」（第８号書式）において、ＢＩＣコードの記入欄のうち最上段に記入したＢＩＣコードが該当します。
[ＢＩＣコードの入力および設定等に関する端末操作：第２編Ⅲ．１０．参照]
（参考）入出力グループと入力者の関係
利用先は、その事務処理態勢等に応じて、任意の数の入出力グループを作成することが可能です。同一の入出力グループに所属する入力者間では、検証ファイルおよび受信電文を共有します。入出力グループと入力者の関係は、下図《入出力グループと入力者の関係》を参照してください。

《入出力グループと入力者の関係》














（注）○印は、入力者の指定中グループを示しています。

△印は、入力者のユーザー所属グループを示しており、画面操作にて設定することで、指定中グループに変更することが可能なことを示しています。

×印は、入力者が所属していない入出力グループのため、当該入出力グループでの電文の送受信や検証ファイル共有ができないことを示しています。

なお、入出力グループの数（固定設定の入出力グループ（セキュリティグループおよび共用グループ）を除きます。以下４．において同じです。）を１つとする場合と複数とする場合のそれぞれの運用面での留意事項は次のとおりです。

（入出力グループ数による運用面の差異）

	
	入出力グループを１つとする場合
	入出力グループを複数とする場合

	送

信
	送信電文の共有が可能

全ての入力者が全ての検証データを共有することができます。

入力者毎のアクセス制御が不可能
　入力者毎に検証データへのアクセス制御を行うことができません。


	入力者毎のアクセス制御が可能

　入出力グループ毎に権限範囲を登録することにより、入力者毎に検証データへのアクセス制御を行うことが可能です。
　特定の入出力グループにおいてオペレータが登録した検証データを送信権限者が送信する場合は、当該入出力グループに所属している送信権限者のみ、当該検証データの検証または送信を行うことができます。



	受

信
	受信電文の共有が可能

全ての入力者が全ての受信電文を確認することができます。

入力者毎のアクセス制御に制約

入力者毎に受信電文へのアクセス制御を行うことができません（出力不可設定（第２編Ⅲ．７．（２）ロ．参照）を行った場合を除きます。）。


	入力者毎のアクセス制御が可能

入出力グループ毎に閲覧可能な受信電文を登録することにより、入力者毎に受信電文へのアクセス制御を行うことが可能です。

入力者は、指定中グループにおける受信電文のみ確認が可能です。複数の入出力グループに所属する入力者は、ユーザー所属グループの中から指定中グループを変更することで、変更後の指定中グループの受信電文を確認することが可能です。


	そ

の

他
	入出力グループ関連の事務が少ない

入出力グループの登録および入力者が所属する入出力グループの設定にかかる事務量が最小限で済みます。
	入出力グループ関連の事務が多い

複数の入出力グループの登録および入力者毎に所属する入出力グループの設定が必要となり、グループ設定に関する事務が多くなります。


５．照会データファイル取得機能

照会データファイル取得機能とは、当座勘定等の残高や受払明細等に関する照会結果を、汎用性の高いファイル形式（ＣＳＶ形式）で取得する機能です。本機能を利用することで、取得したデータについて自由度の高い加工等を行うことができます。
（１）送受信データの管理

照会データファイル取得機能による送受信データは、通番管理を行いません。このため、当該送受信データは、電文処理状況照会画面の表示対象外となり、ジャーナルダウンロードによる出力もできません。また、受信電文一覧、未出力電文一覧、未出力電文件数表示の出力対象外となります。
（２）データファイル保存時の注意事項

照会データファイル取得機能により取得するデータ（以下「データファイル」といいます。）のファイル名の初期設定は、「業務処理区分コード」＋ファイル拡張子（「.csv」）です。このため、同じ業務処理区分のデータファイルを複数回取得する場合において、当該データファイルのファイル名を変更しなかったときは、前回保存したデータファイルが最新のデータファイルの内容に上書きされます。
同じ業務処理区分のデータファイルを複数回取得する場合において、取得したデータファイルを上書きせずに保存しておきたいときは、データファイルの取得後にファイル名を変更するなどの対応を行ってください。
なお、データファイルは、任意の記憶媒体（注）に保存することが可能です。
（注）記憶媒体を使用する場合は、端末装置で利用する都度、ウイルス対策ソフトを用いてウイルスチェックをする必要があります。

（３）データファイルの詳細仕様
各データファイルの詳細な仕様については、「メッセージフォーマット仕様書（照会データファイル取得機能・業務データ編）」別紙３（照会下り電文ファイルフォーマット）（注）および各利用対象業務の利用細則の所定の端末操作手順における「データファイルの出力項目」を参照してください。
（注）日本銀行ホームページの「業務上の事務連絡」に掲載しています。
（４）障害対応時の扱い

照会データファイル取得機能の利用中に障害が発生した場合、復旧後、必要に応じて、再度、対象のデータファイルを取得してください。

６.ファイルアップロード・ダウンロード機能
利用先は、ファイルアップロード・ダウンロード機能のうち「ファイル登録」（業務処理区分コード005401）または「ファイル送信」（業務処理区分コード005402）により、利用先のシステムで作成した検証データを格納したアップロードファイルを、記憶媒体を経由して端末装置から入出力グループへアップロードすることで、個々の入力項目への入力を行わずに電文の送信を行うことができます。また、同機能のうち「ジャーナルダウンロード」（業務処理区分コード005403）により、送受信ジャーナルに格納された電文を、端末装置またはＵＳＢメモリ等の記憶媒体へダウンロードすることができます（注１）。
アップロード対象電文は、入力方式が再鑑方式である業務電文であり、ダウンロード対象電文は原則として全ての電文です。対象電文の詳細については、後述の「ファイルアップロード・ダウンロード機能の利用届出書」を日銀ネット主管店に届出た後に交付される「日銀ネットファイルアップロード・ダウンロード機能説明書」および「メッセージフォーマット仕様書（コア機能・業務データ編）」を参照してください（注２）。
（注１）記憶媒体を使用する場合およびファイルアップロード機能によりアップロードするファイルについて、利用先社内ネットワークを経由して端末装置に格納する場合には、その都度、ウイルス対策ソフトを用いて当該ファイルおよび記憶媒体のウイルスチェックを行ってください。
（注２）ただし、ファイルアップロード・ダウンロード機能の対象外の電文がジャーナルダウンロードされる場合があります。
利用先は、ファイルアップロード・ダウンロード機能を利用する場合には、「ファイルアップロード・ダウンロード機能の利用届出書」（第９号書式）により日銀ネット主管店に届出てください。ファイルアップロード・ダウンロード機能を利用する利用先は、本利用細則および「日銀ネットファイルアップロード・ダウンロード機能説明書」等に従うほか、日本銀行が必要に応じて行う指示に従う必要があります。また、利用する際に必要となる利用先コンピュータにかかるソフトウェアは、利用先が責任を持って開発および維持管理することとします（当該ソフトウェアにより作成されたファイルを実際に利用する前に、必要に応じ所定の端末操作手順（業務処理区分コード005404）により所定のテストを行うことができます。）。日本銀行が利用先におけるファイルアップロード・ダウンロード機能の利用の必要上開示した日銀ネットに関する情報は、日本銀行が特に認める場合を除き、第三者に公開しないこととしてください（注）。
（注）なお、利用先は、ファイルアップロード・ダウンロード機能により日銀ネットを利用するためのシステム等の開発を委託する先に対して、ファイルアップロード・ダウンロード機能に関するシステム開発関連資料の開示を希望する場合には、「ファイルアップロード・ダウンロード機能に関するシステム開発関連資料の委託先への開示に関する願書」（第１０号書式）にて、日本銀行システム情報局へ申出てください。
なお、利用先は、ファイルアップロード・ダウンロード機能の利用を取止める場合（通常時は利用せず、障害時等にのみ利用する先が、障害時等においてもファイルアップロード・ダウンロード機能を利用しないこととした場合を含みます。）には、「ファイルアップロード・ダウンロード機能の利用取止めに関する届出書」（第１２号書式）により日銀ネット主管店に届出てください。この場合、日本銀行より開示した資料を併せて返却してください。
７．コンピュータ接続
利用先は、コンピュータ接続を利用することにより、端末装置における操作を行わずに利用先コンピュータとセンターとの間で電文の送受信が可能となります（注）。１金融機関等につき、１利用先に限り利用できます。
対象電文の詳細については、後述の「コンピュータ接続に関するシステム開発関連資料の開示に関する届出書」を日本銀行に届出た後に交付される「日本銀行金融ネットワークシステムコンピュータ接続仕様書」および「メッセージフォーマット仕様書」を参照してください。
（注）コンピュータ接続先は、コンピュータ接続の終了処理を行うことにより、その日の事務を終了することができます。当該終了に当っては、入力締切時刻の到来後、相当の時間が経過してから出力される最終通知電文について、必ずしも確認する必要はありません。
利用先は、コンピュータ接続により日銀ネットを利用する場合に必要となるシステム開発関連資料の開示を希望する場合には、「コンピュータ接続に関するシステム開発関連資料の開示に関する届出書」（第１３号書式）にて、日本銀行へ届出てください。日本銀行が利用先におけるコンピュータ接続の利用の必要上開示した日銀ネットに関する情報は、日本銀行が特に認める場合を除き、第三者に公開しないこととしてください（注）。
（注）なお、利用先のうちコンピュータ接続により日銀ネットを利用するためのシステム等の開発を委託する先に対して、コンピュータ接続に関するシステム開発関連資料の開示を希望する場合には、「コンピュータ接続に関するシステム開発関連資料の委託先への開示に関する願書」（第１４号書式）にて、日本銀行へ申出てください。
利用先は、コンピュータ接続を利用する場合には、「コンピュータ接続利用開始に関する申出書」（第１号書式例）により日本銀行に申込み、その承認を得てください。コンピュータ接続を利用する利用先は、本利用細則および「日本銀行金融ネットワークシステムコンピュータ接続仕様書」等に従うほか、日本銀行が必要に応じて行う指示に従う必要があります。また、利用する際に必要となる利用先コンピュータにかかるソフトウェアは、利用先が責任を持って開発および維持管理することとします（当該ソフトウェアを実際に利用する前に、必要に応じ日本銀行の定める方法により所定のテストを行うこととなります。）。
利用先は、次表に掲げる事項を適宜の書面により日本銀行に申出て、その承認を得てください（当該事項について変更を希望する場合も同様です。）。この場合、日本銀行は、必要に応じ所定のテスト等の指示を行います。
コンピュータ接続先は、コンピュータ接続の利用を取止める場合には、「コンピュータ接続による日本銀行金融ネットワークシステムの利用取止めに関する願書」（第１５号書式）により日本銀行に申出てください。この場合、日本銀行より開示した資料を併せて返却してください。
	申出事項
	申出先

	①　コンピュータ、アクセス回線または通信関連装置の共同利用に関する事項
	業　務　局

	②　コンピュータ接続先が使用するコンピュータ、通信関連装置およびアクセス回線に関する事項（①を除く。）
③　コンピュータ接続の利用ＥＸ一方通知電文の変更（注２）
④　コンピュータ接続先が日本銀行におけるコンピュータ接続先の識別のために定めた番号
	システム情報局（注１）

	⑤　コンピュータセンターに関する事項（コンピュータセンターの変更、追加または廃止、コンピュータセンターにおける運用の委託等）
⑥　上記①から⑤までのほか、日本銀行が日銀ネットの運営上管理する必要があると認める事項
	業　務　局


（注１）②から④までの申出事項以外の事項を同時に申出る場合には、申出先を業務局
とすることがあります。
（注２）コンピュータ接続ではＥＸ一方通知電文のほか、一斉送信電文を受信の対象にすることができます。一斉送信電文をコンピュータ接続で受信する場合は、一斉送信電文の受信後に速やか、かつ確実に内容を確認することができるシステム環境を構築してください。
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